




































































































































































































































































































































































































内部取引 高・特異性 中・顧客仕様 低・標準
長期安定 製造原価
年姪化 製造及び交渉
月次変化 市場価格
競争なし独占 短期的差別化 競争市場
出所：Emmanue1，　Clive　R．　and　Messaoud　Mehafdi，　op．　cit．，　p．145．
4　むすび
　本稿では，伝統的な経済学の視点ではなく，行動・組織的視点から振替価格の考察を行った。ま
ず，Watson　and　Baumler（1975）の研究の考察から始めた。　Watson　and　Baumlerの研究は，交渉
振替価格を支持する最も重要なものといわれているものである。Watson　and　Baumlerの貢献は，
第1に，振替価格の設定プロセスを考察するばあいに，不確実性，分化，統合，の3つの組織条件
を基礎とすることを提案したことであり，第2に，振替価格は，分権化された組織の分化と統合の
二元的役割を果たすことができるということを明らかにしたことだった。次に，　Eccles（1983）の研究
の考察を行った。Ecclesの主張は，振替価格は，組織構造に依存するというものである。これは，伝
統的な経済学の視点とは対照をなす見解である。Ecclesは，垂直統合戦略の高低，多角化戦略の高低
の4つの組み合わせによる組織を規定して，そこで適した振替価格の提案を行った。高い統合には，
命令的な内部振替による振替価格の設定が適し，高い多角化には，市場価格の設定が適しているこ
とが明らかにされた。これらの行動・組織的アプローチによる振替価格についての考察の成果を踏
まえて，さらに，最近，特に注目されている組織理論のひとつである取引費用の経済学の視点によ
る振替価格の検討を行った。その考察の中心となったものは，Spicer（1988）の研究である。
　Spicerは，この研究から9つの仮説をたてている。第1の仮説は，取引費用アプローチから，取引
費用の大きさに影響を与える製品の内部振替の3つの次元，つまり，製品の投資特性，取引の頻度
と量，不確実性／複雑性は，企業の多角化戦略，取扱製品，組織構造に依存するというものである。
次に，内部振替の管理についての仮説を3つあげている。ここでは，交渉一裁定プロセスの重要性
を指摘している。3番目にあげている2つの仮説は，対立問題である。振替価格は，対立を和らげ
もするが，もっと大きな対立を生ずる可能性も指摘している。最後にたてた3つの仮説は，振替価
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格の設定についてである。製品を標準製品，顧客仕様による製品，特異性のある製品という3つに
分類し，それらと，取引の次元との関係によって設定される振替価格方法が明らかにされた。
　以上，Watson　and　Baumler，　Eccles，　Spicerによるそれぞれの研究から，振替価格について，
伝統的な経済学の視点では得られない含意が明らかとなった。とりわけ，取引費用の経済学アプロ
ーチによる振替価格の設定についての解釈は，伝統的な経済学の視点とは全く異なる興味のあるも
のであった。
　しかし，こうした組織的研究成果は，多くの実態調査をすることによってのみ，その正当性を証
明される。したがって，今後，しなければならないことは，これらの仮説を証明する実態調査であ
る。Spicerの仮説は，その意味で，今後の実態調査のためのよい視点となると考えられる。また，本
稿では，交渉一調停プロセスとして対立問題を処理したが，実際的には，対立問題は深刻な問題で
あり，さらに検討を要する課題と考える。したがって，以上の点を今後の研究課題としたい。
【注】
（1）伝統的な経済学による視点の限界について，Robert　S，Kaplanは，次の指摘をしている。市価基準の設定では，
　　「最適な資源配分と経営業績評価の意思決定を行うための市場価格が存在しているならば，同一企業内に異なる事
　　業部を維持する理由は少ない」［Kaplan＆Atkinson（1989），　p．599および『訳書」下巻，227頁］。これは，取引
　　費用の経済学の視点を示すものと考えられる。また，限界原価の設定では，「（1）利益センターの自律性とのかねあ
　　いが難しい，②生産量によって限界原価が変化したり，購入事業部が複数であるばあい設定が困難となる，（3）供
　　給事業部の生産水準が限界に近いとき，不確定となる，（4）供給事業部が，原価を偽る動機をもちやすい」［Kaplan
　　＆Atkinson（1989），　p．606および『訳書」下巻，235頁］。
（2）Mahmoud　Ezzamelは，振替価格の市場理論による展開が，個々の組織において，どのような問題を発生させる
　　かについて次のように述べている［Ezzamel（1991），pp．80－81］。第1に，伝統的な経済モデルは，目標の一致を
　　仮定している。したがって，現代の組織理論では，回避不能と考えられている目標の対立を，モデルに明示的に
　　おりこんでいない。さらに，各事業部は，互いに完全で正直な情報を提出すると仮定されている。しかし，目標
　　が対立し，競争が発生するならば事業部管理者が，虚偽の報告を行う可能性は高くなる。第2に，価格メカニズ
　　ムが経済的活動を規制するために理論的に健全な手段であるという共通の信念を持っている。しかしながら，価
　　格システムは、必ずしも，有益ではない。なぜなら，事業部の活動が，高い相互依存性をもつならば，振替価格
　　も，事業部が相互依存性の認識をもつように適切に修正されなければ，最適な解をもたらさないからである。こ
　　の修正は，本社の管理を強くして，事業部の自律性を損なうものとなる。第3に，不確実性の問題が考えられて
　　いない。しかしながら，不確実性は，適切な振替価格の決定に大いに影響を及ぼしそうである。なぜなら，事業
　　部制紐織は，本来，不確実性の世界に対応するために考えだされた組織構造であるからである。第4に，現在あ
　　る振替価格モデルはすぺての関連する組織問題及び行動問題を捕まえていない。組織内のコンフリクトの問題を
　　全く無視している。
（3）しかし，利害が衝突するところ必ずコンフリクト（conflict）が生ずる。したがって，もちろん交渉振替価格の適用
　　は，このコンフリクトを学習（learning）プロセスと捉えるか，非機能的（dys－functional）行動と捉えるかによっ
　　て，その見解には賛否両論存在している。
　　Ackelsberg＆Yuk1（1979）による実験室研究の結果は，交渉は，事業部の業績が，事業部ではなくて会社全体の
　　業績によって評価され，報酬を受けるときに，完全な問題解決になり，競争的でなく攻撃的でない行動になるこ
　　とを示している［Grabski（1985），pp．464－465］。その他の支持者として，　Cook（1955），Dean（1955），Stone（1956），
　　James　M．　Fremgen（1970），　James　H．　Shaub（1978），Severin　V．　Grabski（1985）らをあげることができる
　　［Emmanuel　and　Mehafdi（1994），　p．142］。
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　　Abdel－khalik，A　Rachad　and　Edward　J．Luskは，　Cyert＆Marchの連合体理論（coalition　theory）を奉礎とし
　　て，交渉振替価格の採用は，交渉時問の浪費，利益センターの業績の歪曲，事業部業績というよりもむしろ交渉
　　能力の評価の可能性があるということから，反対している［Grabski（1985），　pp．464－465］。その他の反対者には，
　　Dopuch．Nicholas　and　David　F．Drake（1964），　Hilton，　L（1980）らをあげることができる［Emmanuel＆
　　Mehafdi（1994），　p．142］。
（4｝Swieringa，Robert　J．and　John　H，Waterhouseも，振替価格は組織構造に依存すると主張した。彼らは，①Cyert
　　＆Marchの行動モデル，②Cohen＆Marchのごみ箱（garbage－can）モデル，③Weickの組織化（organaizing）
　　モデル，④市場と階層組織（markets　and　hierarchies）の4つの組織モデルによる振替価格の含意を検討した
　　［Swieringa＆Waterhouse（1982），　pp．149－165］。
　　ここでの主張も，伝統的な経済学の視点による振替価格の事前の存在目的の前提，利益最大化という唯一の目標
　　の前提などの経済的合理性の見解と対媚をなしているe
（5｝伝統的な経済学の視点では，自己の利益（self－interest）と客観的な合理性（objective　rationality）という2つの概
　　念が含意されていた。しかし，ウィリアムソンは，これを，限定された合理性と機会主義という2つの概念に置
　　き換えた。限定された合理性とは，複雑な問題を定式化し，解くためには人間の能力が限られているということ
　　である。例えば，チェスのプレイヤーは，意思決定のために必要な情報すべてを持っている。しかし，代替的な
　　手筋と対抗する手筋の数が多すぎるため，プレイヤーは，完全に合理的な意思決定をしたいと思っているが，そ
　　の能力に限界があるということである。機会主義的行動の仮定とは，「狡猜さを伴う私利追求Jであり自分自身の
　　利益のために行動をすることである［岡田他『訳書』（1994），162－171頁］。
⑥　限定された合理性と不確実性／複雑性の結びつきとして，次のような例が示されている。車のガソリンを買うとき
　　には，それほどの複雑性や不確実性は存在しない。購入者は，ガソリンのことを極めて良く知っており，アフタ
　　ーサービスに悩まねばならないことはない。また，販売者も，購入者について何の情報もいらないのである。し
　　かし，兵器システムを購入する政府は，極めて複雑な契約書を作成する。しかし，その契約轡には，兵器の技術
　　上の不確実性／複雑性のため，その仕様を完全には定義することはできない。したがって，兵器システムの費用
　　について正確には判断できない。これが，兵器購入のさいの不確実性／複雑性の要素である。このことから，不
　　確実性／複雑性と限定された合理性が重なるとき，取引費用は大きなものとなるのである［岡田他「訳書」（1994），
　　166頁］。
（7｝投資特性とは，入的資本及び物的資本の取引特定的投資（transaction－specific　investments）が，生産コストの経
　　済性を実現するために必要とされる大きさである。ここで，取引特定的投資とは，「物的あるいは人的資産が特定
　　の使用のために，あるいは特定の使用者のために特別に企画されたり，取引の継続中に創造されたり位置づけら
　　れる時に生ずるもので，耐久的で他をもって変えがたい価値をもつものをいう。したがって，その特定投資対象
　　以外への次善的使即のばあいには，その価値は非常に低下せざるをえない資産」［井上（1985），27頁］を意味する。
（8）Spicerは，この場合の取引費用の大きさを，外部調達と結びついて考えられる交換の危険性（exchange　hazards）
　　の大きさをあげている［Spicer（1988），　p．434］。
（9）どちらにしても，特異性のある製品を取り扱う販売者と購入老は，どちらも特殊な関係にあり市場において別の
　　契約を結ぷことは難しいであろう。反対に，この特殊関係が失われて，他へ供給あるいは他から購入の関係が市
　　場で多くなるならば，既にその製品は特異性のある製品とはいえないであろう。
⑳　本社の管理者は，限定された合理性があるので，事業部の意思決定に関わる能力に限界があると考えられる。し
　　たがって，基本的には，事業部問の対立は，事業部問の交渉によって解決を図るが，組織全体の利益に反するよ
　　うな事業部の機会主義的行動については，本社管理者が介入するということである。
（1D　内部振替あるいは振替価格に対する対立は，必ずしも，非機能的ではない。対立となっている論争の調停を行う
　　場合，本社管理者は，両事業部から情報を受け取ることによって，より多くの情報を獲得できることから，最適
　　な判断を下す可能性が高くなる。しかし，事業部が提供する情報にバイアスがかかる可能性も高い。しかし，　Spicer
　　は，社内調停者である限り，社内事情に精通しており，その問題は克服するだろうと言っている。また，一方の
　　事業部のバイアスのかかった情報は，他方の事業部が暴こうとするインセンティブをもつことになるから，その
　　点でも問題はないと主張している。
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（助　内製か外部購入かの意思決定に対して事業部問に対立があるばあいの調停は，組織全体の利益を保護するために
　　利用される。第1の調停方法は，購入事業部が，市場価格で，内部の供給事業部から購入するように勧めること
　　である。この方法は，市場価格が存在している場合にだけ適用できるものであるが，①市場価格は，購入事業部
　　を保護し，②供給事業部は，特定化資産の回収が可能であり，③供給事業部は，市場価格を意識して効果的な活
　　動を行うなどの長所がある。第2の調停方法は，購入事業部に外部から調達させることである。しかし，これは，
　　供給事業部の特定化投資に大きな問題となるのでこの調停は，注意が必要である。
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